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表紙*電子提供措置用*

第84回 定時株主総会

招集ご通知
　

開催日時

開催場所

決議事項

令和7年6月27日（金曜日）午前10時
受付開始 午前9時

愛知県清須市枇杷島駅前東一丁目１番１
名工建設株式会社　５階　会議室

第1号議案 取締役9名選任の件
第2号議案 監査役2名選任の件

証券コード：1869

本招集通知は、パソコン・
スマートフォンでも主要な
コンテンツをご覧いただ
けます。
https://p.sokai.jp/1869/
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狭義招集

株 主 各 位 証券コード  1869
（発送日）

（電子提供措置の開始日）
令和7年６月５日
令和7年６月４日

名古屋市中村区名駅一丁目1番4号
ＪＲセントラルタワーズ34階

名工建設株式会社
代表取締役社長 松野篤二

■１ 日　　時 令和7年6月27日（金曜日）午前10時
■２ 場　　所 愛知県清須市枇杷島駅前東一丁目1番1

名工建設株式会社　5階　会議室
■３ 目的事項 報告事項 1．第84期（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書
類監査結果報告の件

2．第84期（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
計算書類報告の件

決議事項 第1号議案 取締役9名選任の件
第2号議案 監査役2名選任の件

第84回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第84回定時株主総会を下記の通り開催いたしますので、ご通知申しあげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっ
ており、インターネット上のウェブサイトに「第84回定時株主総会招集ご通知」として掲載しておりますので、以下の各
ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。
　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使することができますので、お
手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、令和7年6月26日（木曜日）午後5時までに議決権を行使くださいますよう
お願い申しあげます。

当社ウェブサイト https://www.meikokensetsu.co.jp/ir/shareholder_meeting/
株主総会資料 掲載ウェブサイト https://d.sokai.jp/1869/teiji/
名古屋証券取引所ウェブサイト（上場銘柄情報） https://www.nse.or.jp/listing/search/

　　　銘柄名（会社名）または証券コードを入力・検索し、「適時開示情報」を選択して、「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確認ください。

敬　具
記

以　上

－ 1 －
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狭義招集

　

当社ウェブサイト、招集通知はこちらからご覧いただけます。

●スマートフォンなどで、株主総会参考書類等の主要なコンテンツをご覧いただ
けます。

●「電子提供措置事項」（PDF）、当社ウェブサイト（IRサイト）、議決権行使
サイトに遷移できます。https://p.sokai.jp/1869/

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の各ウェブサイトにその旨、修正前及び修正後の事項

を掲載いたします。

◎電子提供措置事項のうち、本株主総会の招集ご通知には、法令及び当社定款第18条の規定に基づき、次の事項に

ついては掲載しておりません。

　(１) 連結計算書類の「連結注記表」

　(２) 計算書類の「個別注記表」

　従いまして、本株主総会の招集ご通知の当該書面に記載している連結計算書類、計算書類は、会計監査人又は監

　査役が会計監査報告又は監査報告を作成するに際して監査した連結計算書類、計算書類の一部であります。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

◎会社法の改正により、株主総会資料の電子提供制度が施行されましたが、当社は、本株主総会の招集ご通知につき

ましては、書面交付請求の有無にかかわらず、従来通り書面でお送りしております。

－ 2 －
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議決権行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

インターネットで議決権を
行使される場合

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

次ページの案内に従って、議案に
対する賛否をご入力ください。

同封の議決権行使書用紙を会場受
付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示のうえ、ご返
送ください。

行使期限 日　時 行使期限

令和7年6月26日（木曜日）
午後5時入力完了分まで

令和7年6月27日（金曜日）
午前10時（受付開始:午前9時）

令和7年6月26日（木曜日）
午後5時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。
第１号議案、第２号議案
⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者を反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号
をご記入ください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本

※議決権行使書はイメージです。
・書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお
　取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とし
　てお取り扱いいたします。
・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったも
　のとしてお取り扱いいたします。

－ 3 －
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議決権行使についてのご案内

QRコードを読み取る方法「スマート行使」
議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

見 本
見 本

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイトへアクセス
し、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログ
イン、再度議決権行使をお願いいたします。
※QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。
※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

スマート行使の画面上で
株主総会議案が参照可能になりました

議決権行使サイト

第●号議案
□□□□□□□□ 

第●号議案
□□□□□□□□ 

議案詳細
第●号議案
□□□□□□□□□
◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇◇◇◇◇◇
◇◇◇◇

■ □□□□□□□
■ □□□□□□□
■ □□□□□□□

議決権行使コードおよびパス
ワードを入力することなく議
決権行使ウェブサイトにログ
インすることができます。

議決権行使ウェブサイト https://www.web54.net
議決権行使コード・パスワードを入力する方法

議決権行使書用紙に記載された
「議決権行使コード」を
ご入力ください。

2

・「議決権行使コード」を入力
・「ログイン」をクリック

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使書用紙に記載された
「パスワード」をご入力ください。
3

・「パスワード」を入力
・実際にご使用になる新しい
　パスワードを設定してください
・「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

議決権行使ウェブサイトに
アクセスしてください。1

・「次へすすむ」を
　クリック

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の
操作方法などがご不明な場合は、
右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　9：00～21：00）

インターネットによる議決権行使のご案内

－ 4 －
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取締役選任議案

第1号議案 取締役9名選任の件

候補者
番号 氏　名 当社における

地位及び担当 在任期間 取締役会
出席状況

1
ま つ

松
の

野
 

　
と く

篤
じ

二 再 任
　

代表取締役
社長執行役員 3年 12／12回

100%

２
お く

奥
む ら

村
 

　
よ し

由
ま さ

政 再 任
　

取締役
専務執行役員 5年 12／12回

100%

３
お ち

落
あ い

合
 

　
 

　
ひろし

弘 再 任
　

取締役
常務執行役員 3年 12／12回

100%

４
た か

髙
ま つ

松
 

　
い ち

一
ろ う

郎 再 任
　

取締役
常務執行役員 4年 12／12回

100%

５
で

出
ぐ ち

口
 

　
 

　
あきら

彰 再 任
　

取締役
執行役員 5年 12／12回

100%

６
か わ

川
ご え

越
 

　
ま さ

正
ひ ろ

啓 再 任
　

取締役
執行役員 3年 12／12回

100%

７ む ら ま つ

村松　
ひ ろ な り

浩成 再 任
　

取締役
執行役員 1年 10／10回

100%

８
に

丹
わ

羽
 

　
し ん

慎
じ

治 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役 4年 12／12回
100%

９
ま え

前
か わ

川
 

　
こ う

宏
い ち

一 再 任 社 外 独 立
　

社外取締役 1年 10／10回
100%

再 任 再任取締役候補者 社 外 社外取締役候補者
独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

株主総会参考書類
議案及び参考事項

　取締役全員（9名）は、本株主総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役9名の選任をお
願いするものであります。
　取締役候補者は、次の通りであります。

（注）村松浩成氏、前川宏一氏は、令和6年6月25日開催の第83回定時株主総会において選任されたため、取締役会の出席回数が他の役員
と異なります。

－ 5 －
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取締役選任議案

候補者
番号 氏名（生年月日) 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

1
　

ま つ

松
の

野
 

　
と く

篤
じ

二
(昭和32年1月20日生)

平成    18年    6 月 東海旅客鉄道株式会社東海道新幹線
21世紀対策本部企画推進部長

平成    20年    6 月 同総合企画本部副本部長
平成    24年    6 月 同執行役員総合企画本部副本部長
平成    28年    6 月 同常務執行役員建設工事部長
平成    30年    6 月 ジェイアール東海建設株式会社代表取締役社長
令和    4 年    6 月 当社代表取締役社長（現任）

5,300株

［取締役候補者とした理由］
松野篤二氏は、これまで東海旅客鉄道㈱及びジェイアール東海建設㈱で要職を歴任するなど、鉄道並びに
建設事業における豊富な経験と専門的な知見を有しております。現在、代表取締役社長としてその経験と
知見を活かして職責を果たしていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

２
　

お く

奥
む ら

村
 

　
よ し

由
ま さ

政
(昭和34年1月17日生)

昭和    56年    4 月 当社入社
平成    23年    7 月 同東京支店土木部長
平成    25年    4 月 同名古屋施工本部土木部長
平成    26年    6 月 同執行役員名古屋施工本部土木部長
平成    29年    6 月 同執行役員東京支店長
令和 ２年    6 月 同取締役常務執行役員土木本部長
令和 ５年    6 月 同取締役専務執行役員土木本部長（現任）

12,200株

［取締役候補者とした理由］
奥村由政氏は、当社に入社以来、名古屋施工本部（現名古屋支店）土木部長及び東京支店長を歴任するな
ど、主に土木部門における建設事業に携わり、豊富な経験と専門的な知見を有しております。現在、取締
役専務執行役員土木本部長として、その経験と知見を活かして職責を果たしていることから、引き続き取
締役候補者といたしました。

－ 6 －
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取締役選任議案

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

３
　

お ち

落
あ い

合
 

　
 

　
ひろし

弘
(昭和34年8月5日生)

昭和    57年    4 月 当社入社
平成    24年    4 月 同静岡支店建築部長
平成    26年    7 月 同大阪支店建築部長
平成    28年    7 月 同建築本部建築部長
平成    30年    6 月 同執行役員建築本部建築部長
令和    2 年    6 月 同執行役員東京支店長
令和    4 年    6 月 同取締役常務執行役員建築本部長（現任）

5,500株

［取締役候補者とした理由］
落合弘氏は、当社に入社以来、建築本部建築部長及び東京支店長を歴任するなど、主に建築部門における
建設事業に携わり、豊富な経験と専門的な知見を有しております。現在、取締役常務執行役員建築本部長
として、その経験と知見を活かして職責を果たしていることから、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

4
　

た か

髙
ま つ

松
 

　
い ち

一
ろ う

郎
(昭和38年1月13日生)

平成    22年    4 月 株式会社三菱東京UFJ銀行
（現株式会社三菱UFJ銀行）今池支社長

平成    24年    6 月 同執行役員九州エリア担当
平成    25年    5 月 同執行役員西日本エリア支店並びに九州エリア担当
平成    27年    6 月 エムエスティ保険サービス株式会社

代表取締役副社長
令和    2 年    6 月 当社執行役員管理本部副本部長
令和    3 年    6 月 同取締役執行役員管理本部副本部長
令和    4 年    6 月 同取締役執行役員管理本部長
令和    5 年    6 月 同取締役常務執行役員管理本部長（現任）

1,400株

［取締役候補者とした理由］
髙松一郎氏は、これまで㈱三菱東京UFJ銀行（現㈱三菱UFJ銀行）及びエムエスティ保険サービス㈱で要職
を歴任するなど、企業経営並びに財務会計における豊富な経験と専門的な知見を有しております。現在、
取締役常務執行役員管理本部長として、その経験と知見を活かして職責を果たしていることから、引き続
き取締役候補者といたしました。

－ 7 －
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取締役選任議案

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

5
　

で

出
ぐ ち

口
 

　
 

　
あきら

彰
(昭和34年10月26日生)

平成    25年    7 月 東海旅客鉄道株式会社建設工事部担当部長
平成    28年    7 月 同中央新幹線推進本部中央新幹線建設部

名古屋建設部担当部長
平成    29年    7 月 同中央新幹線推進本部中央新幹線建設部

名古屋建設部愛知工事事務所長
令和    元 年    7 月 当社鉄道営業部長（当社出向）
令和    元 年    11月 鉄道営業部長
令和    2 年    6 月 同取締役執行役員安全本部長（現任）

1,400株

［取締役候補者とした理由］
出口彰氏は、これまで東海旅客鉄道㈱で要職を歴任するなど、鉄道事業並びに安全品質、技術開発におけ
る豊富な経験と専門的な知見を有しております。現在、取締役執行役員安全本部長として、その経験と知
見を活かして職責を果たしていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

6
　

か わ

川
ご え

越
 

　
ま さ

正
ひ ろ

啓
(昭和40年8月6日生)

平成    26年    7 月 東海旅客鉄道株式会社静岡支社工務部担当部長
平成    27年    7 月 同静岡支社工務部長
平成    28年    7 月 同安全対策部次長
平成    30年    7 月 同総合技術本部技術開発部次長
令和    2 年    7 月 日本機械保線株式会社取締役（出向）
令和    4 年    6 月 当社取締役執行役員軌道本部長（当社出向）
　　　　　　　（現任）

－

［取締役候補者とした理由］
川越正啓氏は、これまで東海旅客鉄道㈱及び日本機械保線㈱で要職を歴任するなど、鉄道事業並びに安全
品質、技術開発における豊富な経験と専門的な知見を有しております。現在、取締役執行役員軌道本部長
として、その経験と知見を活かして職責を果たしていることから、引き続き取締役候補者といたしまし
た。

－ 8 －
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取締役選任議案

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

7
　

む ら ま つ

村松
 

　
ひ ろ な り

浩成
(昭和44年5月6日生)

令和    2 年    7 月 東海旅客鉄道株式会社安全対策部担当部長
令和    3 年    7 月 同東海鉄道事業本部施設部担当部長

総合企画本部経営管理部担当部長　兼務
令和    4 年    6 月 同静岡支社施設部長
令和    6 年    6 月 当社取締役執行役員経営企画部長（当社出向）
　　　　　　　（現任）

－

［取締役候補者とした理由］
村松浩成氏は、これまで東海旅客鉄道㈱で要職を歴任するなど、鉄道事業並びに企業経営における豊富な
経験と専門的な知見を有しております。現在、取締役執行役員経営企画部長として、その経験と知見を活
かして職責を果たしていることから、引き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

社 外

独 立

8

　

に

丹
わ

羽
 

　
し ん

慎
じ

治
(昭和31年3月2日生)

平成    26年    6 月 東邦ガス株式会社取締役常務執行役員
平成    27年    6 月 同取締役専務執行役員
平成    28年    6 月 同代表取締役副社長執行役員
令和    3 年    6 月 当社社外取締役（現任）

1,000株

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割］
丹羽慎治氏は、東邦ガス㈱で代表取締役副社長執行役員を務められるなど、長年に亘り企業経営に携わ
り、豊富な経験と専門的な知見を有しております。当該知見を活かして取締役の業務執行に対する監督、
助言等をいただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

－ 9 －
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取締役選任議案

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

社 外

独 立

９ ま え

前
か わ

川
 

　
こ う

宏
い ち

一
(昭和32年4月19日生)

平成    8 年    4 月 東京大学工学系研究科教授
平成    30年    4 月 横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授
平成    30年    6 月 東京大学名誉教授
令和    5 年    4 月 横浜国立大学総合学術高等研究院客員教授（現任）
令和    5 年    4 月 株式会社ソーシャルデザイン研究所

取締役CTO（研究開発担当）（現任）
令和    6 年    6 月 当社社外取締役（現任）

［重要な兼職の状況］
横浜国立大学総合学術高等研究院客員教授
一般財団法人上田記念財団理事長
株式会社ソーシャルデザイン研究所取締役CTO（研究開発担当）
公益社団法人日本コンクリート工学会会長

300株

［社外取締役候補者とした理由及び期待される役割］
前川宏一氏は、長年に亘り東京大学にて教授を務められ、現在も横浜国立大学の客員教授を務められるな
ど、学識経験者としての豊富な経験と専門的な知見を有しております。当該知見を活かして取締役の業務
執行に対する監督、助言等をいただくことを期待し、引き続き社外取締役候補者といたしました。

(注) 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 丹羽慎治氏、前川宏一氏は、社外取締役候補者であります。
3. 丹羽慎治氏及び前川宏一氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもって丹羽

慎治氏が4年、前川宏一氏が1年となります。
4. 当社は、丹羽慎治氏及び前川宏一氏との間で、当社定款及び会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項に定める損害賠償責

任を法令が定める額に限定する契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。
5. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の3第1項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社取締役を含む被保険者

が、会社の役員としての業務につき行った行為に起因して、保険期間中に損害賠償請求がなされたことにより被る損害を、当該保険契約に
よって填補することとしております（ただし、被保険者の背信行為もしくは犯罪行為又は故意による法令違反等の場合を除く）。各候補者
が選任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しておりま
す。

6. 当社は、丹羽慎治氏及び前川宏一氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、両氏の再任が承認された場合は、引
き続き独立役員となる予定です。

－ 10 －
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監査役選任議案

第2号議案 監査役2名選任の件

候補者
番号 氏　名 当社における

地位
在任
期間

取締役会
出席状況

監査役会
出席状況

1 や ま だ

山田　　
あつし

淳 再 任 社 外 独 立 社外監査役 1年 10／10回
100%

10／10回
100%

2 い ち か わ

市川 
や お じ

弥生次 新 任 社 外 独 立
　

－ － － －

再 任 再任監査役候補者 新 任 新任監査役候補者 社 外 社外監査役候補者
独 立 証券取引所の定めに基づく独立役員

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

再 任

社 外

独 立

1

　

や ま だ

山田　　
あつし

淳
(昭和34年12月8日生)

平成    23年    4 月 名古屋市住宅都市局参事
平成    28年    4 月 同住宅都市局都市活性監
平成    30年    4 月 同緑政土木局長
令和    2 年    4 月 名古屋高速道路公社理事
令和    6 年    6 月 当社社外監査役（現任）

300株

［社外監査役候補者とした理由］
山田淳氏は、行政及び名古屋高速道路公社にて要職を歴任するなど、豊富な経験と専門的な知見を有して
おります。当該知見を当社の監査業務に活かしていただけることを期待し、引き続き社外監査役候補者と
いたしました。

　本株主総会終結の時をもって監査役 山田淳氏は任期満了となり、監査役 内藤雄順氏は辞任されます。つきまして
は、監査役2名の選任をお願いするものであります。なお、市川弥生次氏は内藤雄順氏の補欠として選任されること
となりますので、その任期は、当社定款の定めにより、前任者の任期満了の時までとなります。
　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　監査役候補者は、次の通りであります。

－ 11 －
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監査役選任議案

候補者
番号 氏名（生年月日） 略歴、当社における地位（重要な兼職の状況） 所有する

当社の株式数

新 任

社 外

独 立

2

　

い ち か わ

市川 
や お じ

弥生次
(昭和33年8月23日生)

平成    26年    7 月 中部電力株式会社執行役員岡崎支店長
平成    30年    6 月 同取締役専務執行役員

電力ネットワークカンパニー社長
令和    2 年    4 月 中部電力パワーグリッド株式会社

代表取締役社長執行役員
令和    4 年    6 月 一般財団法人中部電気保安協会理事長（現任）

－

［社外監査役候補者とした理由］
市川弥生次氏は、中部電力㈱及び中部電力パワーグリッド㈱で要職を歴任するなど、長年に亘り企業経営
に携わり、豊富な経験と専門的な知見を有しております。当該知見を当社の監査業務に活かしていただけ
ることを期待し、社外監査役候補者といたしました。

(注) 1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 山田淳氏、市川弥生次氏は、社外監査役候補者であります。
3. 山田淳氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本株主総会終結の時をもって1年となります。
4. 当社は、山田淳氏との間で、当社定款及び会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項に定める損害賠償責任を法令が定める

額に限定する契約を締結しています。同氏の再任が承認された場合は、当該契約を継続する予定であります。また、市川弥生次氏の選任が
承認された場合は、同氏との間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

5 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項の規定に基づく役員等賠償責任保険契約を締結しており、当社監査役を含む被保険
者が、会社の役員としての業務につき行った行為に起因して、保険期間中に損害賠償請求がなされたことにより被る損害を、当該保険契約
によって填補することとしております。（ただし、被保険者の背信行為もしくは犯罪行為又は故意による法令違反等の場合を除く）。候補
者が選任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しており
ます。

6. 当社は、山田淳氏を名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認された場合は、引き続き独立役員と
なる予定であります。また、市川弥生次氏の選任が承認された場合は、名古屋証券取引所の定めに基づき、独立役員として届け出る予定で
あります。

－ 12 －
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（ご参考）スキル・マトリクス

氏名
企業

経営

安全

品質

技術開発

IT/DX

鉄道分野

知識/経験

建設業界

知識/経験

人事

労務

財務

会計

法務

コンプライアンス

CSR

ESG

SDGs

取
締
役

松野　篤二 ● ● ● ● ● ● ●

奥村　由政 ● ● ● ● ● ●

落合　　弘 ● ● ● ● ●

髙松　一郎 ● ● ● ● ●

出口　　彰 ● ● ● ● ●

川越　正啓 ● ● ● ● ●

村松　浩成 ● ● ● ● ●

丹羽　慎治 ● ● ● ● ●

前川　宏一 ● ●

監
査
役

堀場 太民夫 ● ● ● ● ● ●

松永　　靖 ● ● ● ●

山田　　淳 ● ● ● ●

市川 弥生次 ● ● ● ●

(ご参考)

スキル・マトリクス（第1号議案及び第2号議案が原案どおり承認された場合）

(注)上記一覧表は、各候補者の有する専門性や経験の全てを表すものではありません。

以　上

－ 13 －
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事業の経過及びその成果、資金調達の状況、設備投資の状況、対処すべき課題、財産及び損益の状況の推移、重要な子会社の状況、主要な事業の内
容、主要な営業所、従業員の状況、主要な借入先、会社の株式に関する事項

(令和6年4月 1 日から
令和7年3月31日まで)

事　 業　 報　告

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果
　当連結会計年度における我が国経済は、食料品やエネルギー価格を中心とした物価高や大規模な自然災害等の発生
が下押し要因となりましたが、個人消費や設備投資といった内需を中心に底堅く推移しました。しかし、年が明ける
と米国が関税の引き上げ等に乗り出したことで世界経済の減速リスクが高まり、年度末に向けて国内景気の下振れ懸
念が強まるなど、依然として景気を取り巻く環境は厳しく、先行きは不透明な状況が続いております。
　建設業界においては、堅調な公共投資と共に、コロナ禍で落ち込んでいた民間設備投資も持ち直しの動きがみられ
ますが、建設コストの上昇による影響、担い手の確保や長時間労働の解消などへの対応が急務となっており、企業業
績への好材料は限定的と言わざるを得ない状況にあります。
　このような情勢下、当社グループは令和6年度から新たに第19次経営計画をスタートさせ、4つの経営目標「信
頼」「競争力」「実行力」「挑戦」を掲げ、「安全と技術の名工」「社員が誇れる企業」を目指し課題解決に取り組
んでまいりました。
　当連結会計年度における当社グループの業績は、受注高は前期比1.4％増の97,123百万円、売上高は前期比8.1％
増の93,170百万円となりました。利益面では、経常利益は前期比18.8％増の6,912百万円、親会社株主に帰属する
当期純利益は前期比28.7％増の5,184百万円となりました。
　部門別の受注・売上の状況は次のとおりであります。

(土木部門)
　土木部門におきましては、4つの経営目標「信頼」「競争力」「実行力」「挑戦」の達成に向けて、安全と品質の
追求、鉄道工事の確実な施工と官公庁工事の受注拡大、ゼネコンとしての技術力の維持向上と生産性向上を重点に取
り組みました。
　官公庁工事につきましては、鉄道工事に軸足を置き、多様化する総合評価落札方式に対応するとともに企業点の向
上、技術提案力・積算力・価格競争力の強化を行い、採算性・効率性・特殊性を踏まえた戦略的な選別受注と工事の
確実な施工に努めました。加えて、鉄道工事で培った技術力を活かす既存インフラの維持修繕工事の受注や、官公庁
営業エリアの拡大、新規発注者からの受注獲得に取り組みました。
　部門の基軸となる鉄道関連工事は、安全・安定輸送の確保を最優先事項とし、新幹線脱線・逸脱防止対策工事、新
幹線大規模改修工事や中央新幹線建設工事、維持修繕工事に加え、自然災害による被害への復旧対応など、顧客の信
頼に応えることに重点を置き、事業を推進しました。
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　また、労働者不足や建設コストの上昇が続く厳しい事業環境の中、入札案件の事前リスクの検討や施工時の支援体
制強化により円滑な施工に取り組みました。
　この結果、当連結会計年度における土木工事の受注高は、全体として前期比13.7％増の67,881百万円となりまし
た。完工高におきましては、前期比2.7％増の62,604百万円となりました。

(建築部門)
　建築部門におきましても、4つの経営目標「信頼」「競争力」「実行力」「挑戦」をもとに、安全・品質の確保と
共に受注拡大、生産性向上に取り組みました。
　鉄道関連工事においては、「信頼」を堅持すべく確実な施工管理により安全・安定輸送の確保に努めてまいりまし
た。官公庁工事の受注は、公共投資が堅調に推移するなか、2026年開催予定の愛知・名古屋アジア・アジアパラ競
技大会関連工事や、市役所庁舎増築工事など、選別受注に努めました。民間工事の受注は社会経済活動の正常化が進
み、民間企業の設備投資も活気づくなか、大型工事や新規顧客の開拓に努めました。また、不安定な世界情勢や円安
に起因する建設資材・労務費高騰が受注競争の厳しさに拍車をかけていますが、「競争力」「実行力」を高め、受注
確保に取り組みました。
　耐震補強工事のＳＭＩＣ工法事業につきましては、病院案件などの新たな顧客獲得に向けた受注の開拓を推進しま
した。
　また、技術開発においては、前期より取り組んでいる制振（震）装置「クランク型鋼製履歴ダンパー」の開発を、
引き続き進めてまいります。
　この結果、当連結会計年度における建築工事の受注高は、前期比18.9％減の29,242百万円となりました。完工高
におきましては、前期比21.8%増の29,408百万円となりました。

(兼業事業部門)
　兼業事業部門におきましては、日本郵便株式会社との共同事業であるオフィスビル「ＪＰタワー名古屋」等の安定
した賃貸収入に加え、販売用不動産を売却したことにより、兼業事業の売上高は前期比1.8％増の1,157百万円とな
りました。
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区　　分 前期繰越高 当期受注高 当期売上高 次期繰越高

建設事業
土木 59,710 67,881 62,604 64,987

建築 35,360 29,242 29,408 35,194

計 95,071 97,123 92,013 100,181

兼業事業 － － 1,157 －

合　計 95,071 97,123 93,170 100,181

発注者 件　　名

東海旅客鉄道㈱ 東海道本線深沼Bv新設

㈱商船三井 （仮称）港島シャーシプール再開発プロジェクト

清須市 清須市役所庁舎増築・改修工事

名古屋市住宅都市局 天白特支校舎棟増築その他工事（週休２日）

東洋紡ロジスティクス㈱ 東洋紡ロジスティクス_三重物流センター（楠）新棟計画

発注者 件　　名

中日本高速道路㈱ 新湘南バイパス　西久保高架橋西鋼橋耐震補強工事

東海旅客鉄道㈱ 岐阜羽島保線所管内軌道工事（軌道材料更換その他）２４

泉大津市 泉大津市立条東小学校校舎棟長寿命化改良工事

名糖産業㈱ （仮称）名糖産業　本社ビル新築工事

㈻順天堂 ニューロングリアクロストークセンター順天堂新築工事

　当社グループの部門別受注高・売上高・繰越高は次のとおりであります。
(単位：百万円)

　当期の主な受注工事は次のとおりであります。

　当期の主な完成工事は次のとおりであります。
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(2) 資金調達の状況
　当社グループの建設工事の竣工は下半期、特に第4四半期に集中する傾向があるのに加えて、建設業では工事
代金の立替負担が大きく、必要とされる運転資金は多額でありますが、その資金を安定的に調達できる体制は整
えております。
　なお、当連結会計年度末における社債及び借入金総額は4,782百万円となり、前連結会計年度末と比べ18百万
円減少しました。

(3) 設備投資の状況
　当連結会計年度に実施した設備投資額は3,670百万円となりました。主な内訳は、総合技術研修センター関連
3,151百万円、機械、運搬具及び工具器具備品等の購入322百万円、建物・構築物の増改築196百万円でありま
す。

(4) 対処すべき課題
　受注環境は激甚化する自然災害への備えや社会資本の老朽化への対応など建設市場が変化する一方、建設資材
価格の高騰等コスト高による収益圧迫の懸念があるなど、先行きの不透明感が増しております。さらには時間外
労働の上限規制適用や、労働力人口の減少など、建設業をとりまく事業環境は厳しさを増しております。
　このような事業環境において当社グループは、令和6年度から第19次経営計画をスタートさせ、4つの経営計
画の目標として「4C」を掲げ、全社をあげて新たな成長に挑戦して行くこととしています。
　具体的な経営目標としましては、①「信頼（Confidence）」安全・品質の追求と社会的責務の遂行、②「競争
力（Competitiveness）」受注確度の向上と顧客の多様なニーズへの対応、③「実行力（Capability）」変化を
乗り越える技術力と機動力の発揮、④「挑戦（Challenge）」未来に向けて、の4項目を基軸として、これまでに
築いた経営基盤を礎に更なる成長を目指してまいります。

区　　分 第81期
（令和4年3月期）

第82期
（令和5年3月期）

第83期
（令和6年3月期）

第84期
（令和7年3月期）

（当連結会計年度）
売 上 高 (百万円) 82,957 84,185 86,218 93,170

経 常 利 益 (百万円) 7,313 6,704 5,820 6,912

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益 (百万円) 5,308 4,657 4,028 5,184

1株当たり当期純利益 (円) 210.29 184.52 159.58 205.38

総 資 産 (百万円) 96,159 103,275 104,037 109,716

純 資 産 (百万円) 59,704 64,440 71,640 73,998

1株当たり純資産額 (円) 2,356.06 2,543.29 2,827.76 2,920.31

(5) 財産及び損益の状況の推移
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会社名 資本金 当社の議決権比率 主要な事業内容
株式会社大軌 10百万円 100％ 鉄道軌道の新設・補修工事

株式会社ビルメン 50百万円 70％ 建築物の維持管理に伴う補修工事

名工商事株式会社 20百万円 100％ 損害保険の代理店業務

株式会社静軌建設 10百万円 100％ 鉄道軌道の新設・補修工事

(6) 重要な子会社の状況

建設事業 土木・建築その他建設工事全般に関する事業及びそれに付随する事業

兼業事業
不動産の賃貸・管理・仲介等に関する事業
損害保険の代理店業務

(7) 主要な事業の内容（令和7年3月31日現在）

当　社

本　　店 名古屋市中村区名駅一丁目1番4号　　ＪＲセントラルタワーズ34階

支　　店
東京支店（東京都）　　　　　静岡支店（静岡県）
甲府支店（山梨県）　　　　　名古屋支店（愛知県）
大阪支店（大阪府）　　　　　北陸支店（石川県）

子会社
株式会社大軌（大阪府）　　　　　　株式会社ビルメン（愛知県）
名工商事株式会社（愛知県）　　　　株式会社静軌建設（静岡県）

(8) 主要な営業所（令和7年3月31日現在）

事業の種類別セグメントの名称 従業員数 前期末比増減
建　設　事　業 1,243名 －

兼　業　事　業 5名 －

合　　　計 1,248名 －

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数
1,122名 6名増 41.0歳 18.0年

(9) 従業員の状況（令和7年3月31日現在）

①　企業集団の従業員の状況

②　当社の従業員の状況
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借入先 借入額 社債 合計
株式会社三菱UFJ銀行 1,000百万円 1,000百万円 2,000百万円

株式会社北陸銀行 1,050百万円 　　　　　　　　ー 1,050百万円

株式会社みずほ銀行 1,050百万円 　　　　　　　　ー 1,050百万円

(10)主要な借入先（令和7年3月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 65,000,000株
(2) 発行済株式の総数 27,060,000株

(うち、自己株式数 1,816,673株)

(3) 当期末株主数 2,006名
(4) 大株主（上位10名）

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（％）
東 海 旅 客 鉄 道 株 式 会 社 2,139 8.47

名 工 建 設 社 員 持 株 会 1,746 6.91

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 1,200 4.75

株 式 会 社 北 陸 銀 行 913 3.61

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 806 3.19

岡 谷 鋼 機 株 式 会 社 684 2.71

野 村 證 券 株 式 会 社 563 2.23

東 鉄 工 業 株 式 会 社 524 2.07

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 511 2.02

興 和 株 式 会 社 500 1.98

東 邦 瓦 斯 株 式 会 社 500 1.98

2. 会社の株式に関する事項（令和7年3月31日現在）

(注) 1. 当社は自己株式1,816千株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため上記大株主から除外しております。
2. 持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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会社における地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
代 表 取 締 役 松 野  篤 二 社長執行役員
取 締 役 奥 村  由 政 専務執行役員　土木本部長
取 締 役 落 合  　 弘 常務執行役員　建築本部長
取 締 役 髙 松  一 郎 常務執行役員　管理本部長
取 締 役 出 口  　 彰 執行役員　　　安全本部長
取 締 役 川 越  正 啓 執行役員　　　軌道本部長
取 締 役 村 松  浩 成 執行役員　　　経営企画部長
取 締 役 丹 羽  慎 治

取 締 役 前 川  宏 一
横浜国立大学総合学術高等研究院客員教授
一般財団法人上田記念財団理事長
株式会社ソーシャルデザイン研究所取締役CTO（研究開発担当）
公益社団法人日本コンクリート工学会会長

常 勤 監 査 役 堀 場 太 民 夫
常 勤 監 査 役 松 永  　 靖
監 査 役 内 藤  雄 順
監 査 役 山 田  　 淳

3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の状況（令和7年3月31日現在）

(注) 1. 取締役 安藤陽一、石川正俊の両氏は、令和6年6月25日開催の第83回定時株主総会終結の時をもって、任期満了により退任いたしました。
2. 常勤監査役 安藤誠司氏、監査役 田宮正道氏は、令和6年6月25日開催の第83回定時株主総会終結の時をもって、辞任により退任いたしま

した。
3. 取締役 村松浩成、前川宏一の両氏は、令和6年6月25日開催の第83回定時株主総会において新たに選任され、就任いたしました。
4. 常勤監査役 松永　靖氏、監査役 山田　淳氏は、令和6年6月25日開催の第83回定時株主総会において新たに選任され、就任いたしまし

た。
5. 取締役 丹羽慎治、前川宏一の両氏は、社外取締役であります。
6. 監査役 内藤雄順、山田　淳の両氏は、社外監査役であります。
7. 常勤監査役 堀場太民夫氏は、過去当社の経理部門に在籍し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
8. 当社は、取締役 丹羽慎治、前川宏一の両氏及び監査役 内藤雄順、山田　淳の両氏を、名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。
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(2) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、各社外取締役及び各社外監査役との間で、会社法第427条第1項の規定に基づき、同法第423条第1項
の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める
最低責任限度額としております。

(3) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で、取締役、監査役及び執行役員を被保険者とする会社法第430条の3第1項の規定に
基づく役員等賠償責任保険契約を締結しており、被保険者が会社の役員としての業務につき行った行為に起因し
て、保険期間中に損害賠償請求がなされたことにより被る損害を、当該保険契約によって填補することとしてお
ります（ただし、被保険者の背信行為もしくは犯罪行為または故意による法令違反等の場合を除く）。なお、そ
の保険料は全額当社が負担しております。

(4) 当期における取締役及び監査役の報酬等
①取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

　当社は、令和3年2月22日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針を決議
しており、その概要は以下のとおりであります。

・当社の取締役の報酬は、当社事業の社会的責務を全うするための安定経営維持と企業価値の持続的向上に向
　けた各取締役の意欲高揚を図り、優秀な人材の獲得・保持が可能な水準とし、報酬は固定報酬と賞与（短期
　連動報酬）により構成され、個々の報酬の決定に際しては職責、各種評価等を踏まえた公平・公正な報酬制
　度とすることを基本方針とする。
・基本報酬は、役位、職責、在任年数に応じて報酬ベンチマーク企業群の動向等を参考に、総合的に勘案し決
　定する年俸を月額に按分した額を、毎月の固定報酬として支給し、賞与（短期連動報酬）は、事業年度ごと
　の業績目標の達成度等に応じて、目標達成時の基準額の一定範囲内で決定し、事業年度終了後に支給する。

　なお、取締役会は、当期に係る取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された
報酬等の内容は取締役会で決議された決定方針と整合していることから、当該方針に沿うものであると判断し
ております。

②取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の金銭報酬の額は、平成18年6月29日開催の第65回定時株主総会において年額350百万円以内と決
議されております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は9名であります。また、監査役の金銭報酬の
額は、同定時株主総会において年額80百万円以内と決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役
の員数は4名であります。
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役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）固定報酬 賞与（短期連動報酬）

取締役
（うち社外取締役）

175
（15）

137
（14）

37
（1）

11
（3）

監査役
（うち社外監査役）

54
（15）

43
（14）

10
（1）

6
（3）

合計
（うち社外役員）

229
（30）

181
（28）

47
（2）

17
（6）

③取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、代表取締役社長執行役員　松野篤二氏に対し各取締役の固定報酬及び担当部門の業績目標の達
成度を踏まえた賞与の評価配分の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ
各取締役の担当部門について評価を行うには代表取締役が適していると判断したためであります。

④取締役及び監査役の報酬等の総額等

(注) 1. 賞与（短期連動報酬）は、当期中に役員賞与引当金繰入額として費用計上した額であります。
2. 取締役及び監査役の人数と報酬等の額には、令和６年6月25日開催の第83回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役2名と監査

役2名を含んでおります。
3. 当社の事業特性に鑑み、中長期的な業績連動報酬の導入は困難であると考えておりますが、賞与（短期連動報酬）は業績目標の達成度

や経営基盤強化等への取り組み等を総合的に勘案し決定しております。

(5) 社外役員に関する事項
①他の会社の業務執行取締役等の重要な兼職の状況

　取締役　前川宏一氏は、横浜国立大学総合学術高等研究院客員教授、一般財団法人上田記念財団理事長、株
式会社ソーシャルデザイン研究所取締役CTO（研究開発担当）、公益社団法人日本コンクリート工学会会長を
兼職しております。
　尚、当社との間に特段の取引関係はありません。

②当期における主な活動状況
　取締役　丹羽慎治氏は、当事業年度に開催された取締役会12回全てに出席し、他社での長年に亘る企業経営
経験と高い知識に基づき適宜、必要な発言を行っております。主に、コーポレートガバナンス、経営管理分野
において、その経験を活かした的確なアドバイスを行っております。
　取締役　前川宏一氏は、令和6年6月25日就任以降、当事業年度に開催された取締役会10回全てに出席し、
学識経験者としての知識と経験に基づき適宜、必要な発言を行っております。主に、DX活用、技術開発分野
において、その経験を活かした的確なアドバイスを行っております。
　監査役　内藤雄順氏は、当事業年度に開催された取締役会12回全てに、また、監査役会15回全てに出席
し、長年に亘る企業経営経験から、取締役会の意思決定の適正性を確保するための発言を行っております。ま
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た、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。
　監査役　山田　淳氏は、令和6年6月25日就任以降、当事業年度に開催された取締役会10回全てに、また、
監査役会10回全てに出席し、行政、公社における幅広く豊富な経験から、取締役会の意思決定の適正性を確保
するための発言を行っております。また、監査役会において、適宜必要な発言を行っております。

支払額
①当期に係る会計監査人としての報酬等の額 32百万円

②当社及び当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他財産上の利益の合計額 32百万円

4. 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称
　　　EY新日本有限責任監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

(注) 1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、「会社法」に基づく監査と「金融商品取引法」に基づく監査の監査報酬等の額を区分してお
らず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の過年度の監査計画と実績の状況及び監査報酬の推移を確認し、当事業年度の監査内容、監査時間及び報酬額の見
積りの妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬について同意しております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社都合の場合の他、当社会計監査に当たり、当該会計監査人が、会社法・公認会計士法の法令に違反・抵触
した場合または、公序良俗に反する行為があったと判断した場合、監査役会は、その事実に基づき当該会計監査
人の解任または不再任に関する議案を決定し、当社取締役会は当該決定に基づき、当該議案を株主総会に提出い
たします。

5. 当社グループの取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制、
その他業務の適正を確保するための体制

(1) 当社グループの内部統制システム構築にあたっての基本的考え方
　当社グループは、法令等を遵守し、安全第一を旨とし、地球環境に配慮し、誠実さと技術力で常に顧客に満足
していただけるものを提供することにより、顧客・株主・社員・地域等からの信頼の確立を図り、企業価値を高
めることを目指す。

(2) 取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
①コンプライアンスに関する規程及び行動規範に基づき、社員教育等を行い、コンプライアンス重視の意識浸透

－ 23 －



事
業
報
告

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

2025/05/23 13:31:25 / 24183453_名工建設株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項、会計監査人に関する事項、その他業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況について
、剰余金の配当等の決定方針

を図る。併せて取締役、監査役に対し同様な基準に基づき、意識浸透を図る。
②職務執行の適法性を確保するため、内部監査部門の監査を中心とした体制整備を行い、内部監査部門は監査の

方針、計画及び監査結果について、定例的に報告する等、取締役と緊密に連携する。
③内部通報制度を整備し、コンプライアンスに関する社員等からの通報・相談窓口を設置する。
④反社会的勢力とは取引関係及びその他の関係を持たないよう、取引先等の審査、選定を実施する。

(3) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
①当社は、社内規程に基づき、取締役会・経営会議等の議事録を作成し、期限を定めて保存するとともに、取締

役及び社員等の重要な職務の執行及び決裁に係る情報についても記録し、期限を定めて保存する。
②当社の保有する情報については、適切な管理と漏洩の防止のための基本ルールを定めるとともに、文書情報及

び情報システム関連情報並びに個人情報について、それぞれの社内規程に基づき、適切に管理する。

(4) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①当社は、災害・事故・環境・経営などに係る各種リスクに関する規程・マニュアル等を整備し、適切に管理する。
②全社的なリスク管理強化のため、リスク管理委員会を設置し、適切に管理する。

(5) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①当社グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、毎月開催される取締役会により多面的な検討と意思決

定を行う。
②取締役会の方針に基づき、効率的な業務執行を行うため、執行役員を設けるとともに、社長が指名する執行役

員、監査役代表をもって構成する経営会議を設置する。
③組織・事務分掌と職務権限に関する社内規程に基づき、取締役の職務執行並びに社員等の業務執行を効率的に

実施する。
④取締役及び社員等で、当社グループの中長期経営計画並びに毎期事業計画を策定し、その執行状況を取締役会

で監視する。

(6) 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
①関係会社規程により経営内容、事業計画等の状況確認及び当社の経営情報の伝達を図るため子会社連絡会を開

催する。
②当社グループに対する監査役による調査を実施する。
③当社グループに対する内部監査部門による監査を実施する。
④グループ全体に影響を及ぼす重要事項については、取締役会で検討、意思決定を行う。
⑤内部通報制度に基づく通報・相談窓口の設置を、グループ各社の社員等へ周知する。
⑥危機管理に係る規程により、子会社はリスクに関する管理体制を構築する。
⑦当社グループの役員・社員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するためコンプライアンスに関

する規程及び行動規範に基づき、社員教育等を行い、コンプライアンス重視の意識浸透を図る。
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(7) 監査役を補助すべき使用人について
①必要に応じて監査役の職務補助スタッフを置くこととし、その人事について取締役は監査役と協議し、独立性

確保に努める。
②監査役の職務の補助業務を担当する使用人が、その業務に関して監査役から指示を受けたときは、専らその指

揮命令に従う体制を整備する。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制、その他の監査役への報告に関する体制
①当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実、不正もしくは法令・定款違反等が発生した場合、当社

グループの社員等は取締役にすみやかに報告し、取締役は監査役にすみやかに報告する。
②監査役が、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会及び経営会議等の重要な会議

に出席するとともに、主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役または
社員等にその説明を求める。

③当社グループの役員・社員が上記各項に係る通報をしたことを理由として、不利益な取扱いをすることを禁止
する。

(9) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続きその他の当該職務の執行
について生ずる費用または償還の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査役が必要に応じて、法律・会計等の専門家に相談することができ、その費用は会社が負担するこ
ととする。また職務の執行について必要な費用の前払等の請求をしたときは、速やかに当該費用または債務を処
理する。

(10)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①監査の実効性を確保するため、取締役及び社員等から監査役に報告すべき事項を定め経営・業績に影響を及ぼ

す重要な事項について監査役が都度報告を受ける。
②監査役は、会計監査人、内部監査部門、子会社監査役等と情報交換を密にし、必要に応じて連携する。
③監査役会及び監査役は、代表取締役、会計監査人それぞれとの間で随時、意見交換を実施できる。
④監査役会は、社外取締役との間で随時、意見交換を実施する。

6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況について
　以上の方針に基づき、当連結会計年度に実施した当社グループにおける内部統制システムの主な運用状況は、
以下のとおりであります。

(1) 重要な会議の開催状況
　取締役会を年12回開催し、法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等経営に関する重要事項を決定
し、経営業績の分析・対策・評価を検討するとともに法令・定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議
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いたしました。
　監査役会を年15回開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、重要な社内会議への出席、業務及び財産の状況
の監査、取締役の職務の監査、法令・定款等の遵守について監査いたしました。

(2) コンプライアンス
　当社グループは、コンプライアンスに関する行動規範に基づき、本店・支店・関係会社での年2回の講習や資
格等級別の研修等による社員教育を年59回行い、コンプライアンス重視の意識浸透を図りました。併せて取締
役、監査役に対しても同様の基準により、意識浸透を図っております。また、内部通報窓口につきましても内部
窓口のコンプライアンス部に加え、外部窓口を弁護士事務所に設置しております。

(3) リスク管理
　全社的なリスク管理強化のため、社長を委員長とするリスク管理委員会を年4回開催いたしました。当社グル
ープにおけるリスク分類として災害・事故関連、社会・経済関連、経営全般における各種リスクについて情報収
集、分析及び評価を行い必要に応じ、当社取締役会に提言しております。

(4) 監査役の監査体制
　当社の監査役は年15回、監査役会を開催し、情報交換を行っております。また、監査の実効性を確保するた
め、取締役及び社員等から監査役に報告すべき事項を定めており、重要な事項について監査役が都度報告を受け
ております。さらに年2回、監査役、社外取締役が意見交換を行う「監査役、社外取締役会議」を設置し、社外
取締役との連携を図りました。また、監査役は会計監査人、内部監査部門、子会社監査役等と情報交換を密に
し、連携しております。

(注) 本事業報告の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。

7. 剰余金の配当等の決定方針
　当社は安定収益を確保して、株主資本の充実や設備投資に備えた内部留保を行いながら、累進配当を継続し、
配当性向については令和9年3月期（「第19次経営計画」最終年度）に30％程度を目標とすることを基本方針と
しておりますが、当社グループの当期の業績や今後の事業展開を総合的に勘案し、1株当たりの配当は年42円に
増配いたします。
　当期の期末配当は令和7年6月6日を配当支払い開始日として1株当たり24円とし、中間・期末合計で年42円の
配当を実施いたします。
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連結貸借対照表

連結貸借対照表（令和7年3月31日現在） (単位：百万円)

資産の部 負債の部
科目 金額 科目 金額

流動資産
現金預金
受取手形・完成工事未収入金等
契約資産
電子記録債権
未成工事支出金
その他の棚卸資産
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械、運搬具及び工具器具備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
退職給付に係る資産
その他
貸倒引当金　

71,939
11,976
23,463
34,083
1,173
73
118
1,051
△1

37,776
13,653
5,955
543
6,364
789
462
443
19

23,660
20,932
2,325
439
△37　

流動負債 27,118
支払手形・工事未払金等 12,153
短期借入金 2,368
未払法人税等 1,362
未成工事受入金 2,269
完成工事補償引当金 221
賞与引当金 2,503
役員賞与引当金 53
その他 6,185

固定負債 8,599
社債 1,000
長期借入金 1,414
繰延税金負債 2,834
退職給付に係る負債 2,527
その他 823

負債合計 35,717
純資産の部
株主資本 63,518
資本金 1,594
資本剰余金 1,823
利益剰余金 61,050
自己株式 △949
その他の包括利益累計額 10,200
その他有価証券評価差額金 8,041
退職給付に係る調整累計額 2,158
非支配株主持分 280

純資産合計 73,998

資産合計 109,716 負債純資産合計 109,716

連結計算書類

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

連結損益計算書（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額
売上高
完成工事高 92,013
兼業事業売上高 1,157 93,170

売上原価
完成工事原価 80,761
兼業事業売上原価 627 81,389

売上総利益
完成工事総利益 11,251
兼業事業総利益 529 11,780

販売費及び一般管理費 5,393
営業利益 6,386

営業外収益
受取利息 1
受取配当金 489
受取地代家賃 77
受取保険金 18
その他 34 620

営業外費用
支払利息 92
その他 2 94
経常利益 6,912

特別利益
固定資産売却益 2
投資有価証券売却益 472 474

特別損失
固定資産除却損 3 3
税金等調整前当期純利益 7,383
法人税、住民税及び事業税 2,272
法人税等調整額 △96 2,176
当期純利益 5,207
非支配株主に帰属する当期純利益 22
親会社株主に帰属する当期純利益 5,184

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで） (単位：百万円)

株主資本
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,594 1,823 56,799 △949 59,267
当期変動額
剰余金の配当 △934 △934
親会社株主に帰属する当期純利益 5,184 5,184
自己株式の取得 △0 △0
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）
当期変動額合計 - 0 4,250 △0 4,250
当期末残高 1,594 1,823 61,050 △949 63,518

その他の包括利益累計額 非支配株主
持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 10,331 1,783 12,114 257 71,640
当期変動額
剰余金の配当 △934
親会社株主に帰属する当期純利益 5,184
自己株式の取得 △0
自己株式の処分 0
株主資本以外の項目の当期変動額
（純額） △2,289 375 △1,914 22 △1,891

当期変動額合計 △2,289 375 △1,914 22 2,358
当期末残高 8,041 2,158 10,200 280 73,998
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸借対照表

貸借対照表（令和7年3月31日現在） (単位：百万円)

資産の部 負債の部
科目 金額 科目 金額

流動資産
現金預金
受取手形
電子記録債権
完成工事未収入金
契約資産
販売用不動産
未成工事支出金
材料貯蔵品
前払費用
未収入金
立替金
その他
貸倒引当金

固定資産
有形固定資産
建物・構築物
機械・運搬具
工具器具・備品
土地
建設仮勘定
無形固定資産
ソフトウエア
その他
投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
長期貸付金
長期前払費用
その他
貸倒引当金　

70,492
11,005

59
1,155
23,138
33,956

88
26
28
112
354
448
120
△1

35,581
13,519
5,919
232
309
6,268
789
461
442
19

21,600
20,729
552
2
71
281
△37　

流動負債 27,504
工事未払金 12,071
短期借入金 3,068
未払金 390
未払費用 199
未払法人税等 1,343
未成工事受入金 2,269
預り金 725
完成工事補償引当金 220
賞与引当金 2,370
役員賞与引当金 47
その他 4,797

固定負債 8,342
社債 1,000
長期借入金 1,414
繰延税金負債 1,813
退職給付引当金 3,290
その他 823

負債合計 35,847
純資産の部
株主資本 62,259
資本金 1,594
資本剰余金 1,760
資本準備金 1,746
その他資本剰余金 13
利益剰余金 59,854
利益準備金 398
その他利益剰余金 59,456
固定資産圧縮積立金 626
別途積立金 52,835
繰越利益剰余金 5,994

自己株式 △949
評価・換算差額等 7,967
その他有価証券評価差額金 7,967
純資産合計 70,227

資産合計 106,074 負債純資産合計 106,074

計算書類

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

損益計算書（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで） (単位：百万円)

科目 金額
売上高
完成工事高 90,569
兼業事業売上高 1,085 91,654

売上原価
完成工事原価 79,676
兼業事業売上原価 581 80,257

売上総利益
完成工事総利益 10,892
兼業事業総利益 503 11,396

販売費及び一般管理費 5,190
営業利益 6,206

営業外収益
受取利息配当金 488
受取地代家賃 91
受取保険金 18
その他 33 631

営業外費用
支払利息 95
社債利息 0
その他 2 98
経常利益 6,738

.特別利益
固定資産売却益 2
投資有価証券売却益 472 474

特別損失
固定資産除却損 3 3
税引前当期純利益 7,209
法人税、住民税及び事業税 2,225
法人税等調整額 △105 2,120
当期純利益 5,089

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

－ 31 －



計
算
書
類

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

監
査
報
告
書

2025/05/23 13:31:25 / 24183453_名工建設株式会社_招集通知_電子提供措置用

株主資本等変動計算書

株主資本等変動計算書（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで） (単位：百万円)
株　主　資　本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,594 1,746 13 1,760 398 638 49,835 4,827
当期変動額
固定資産圧縮積立金の積立 10 △10
固定資産圧縮積立金の取崩 △21 21
別途積立金の積立 3,000 △3,000
剰余金の配当 △934
当期純利益 5,089
自己株式の取得
自己株式の処分 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)
当期変動額合計 - - 0 0 - △11 3,000 1,166
当期末残高 1,594 1,746 13 1,760 398 626 52,835 5,994

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計利益剰余金
自己株式 株主資本合計 その他有価証

券評価差額金
評価・換算
差額等合計利益剰余金

合計
当期首残高 55,699 △949 58,104 10,243 10,243 68,347
当期変動額
固定資産圧縮積立金の積立 - - -
固定資産圧縮積立金の取崩 - - -
別途積立金の積立 - - -
剰余金の配当 △934 △934 △934
当期純利益 5,089 5,089 5,089
自己株式の取得 △0 △０ △０
自己株式の処分 0 0 0
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △2,276 △2,276 △2,276
当期変動額合計 4,155 △0 4,155 △2,276 △2,276 1,879
当期末残高 59,854 △949 62,259 7,967 7,967 70,227
(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

EY新日本有限責任監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 由 良 知 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 水 谷 洋 隆

独立監査人の監査報告書
令和7年5月12日

名工建設株式会社
取締役会　御中

　

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、名工建設株式会社の令和6年4月1日から令和7年3月31日までの連結会
計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、名工建設株式
会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

　監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する
規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。
また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に
対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結
計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違
以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

　連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示する
ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

監査報告

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評
価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合に
は当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽
表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると
合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続
企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業
の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は
重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが
求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は
継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかと
ともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適
正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手するた
めに、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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EY新日本有限責任監査法人
名古屋事務所
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 由 良 知 久
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 水 谷 洋 隆

独立監査人の監査報告書
令和7年5月12日

名工建設株式会社
取締役会　御中

　

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、名工建設株式会社の令和6年4月1日から令和7年3月31日までの第
84期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以
下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等
に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法
人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規
定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。
また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対
して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書
類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外
にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告することが
求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

　計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示するこ
とにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し

計算書類に係る会計監査人の監査報告
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た内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価
し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には
当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

　計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示
は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的
に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断
を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する
注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企
業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の
前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要
な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められ
ている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとと
もに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許
容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

　利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、令和6年4月1日から令和7年3月31日までの第84期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した
監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等
及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他
の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社に
ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けまし
た。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社及びその
子会社からなる企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体
制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。な
お、財務報告に係る内部統制については、取締役等及びＥＹ新日本有限責任監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況
について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職
務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われるこ
とを確保するための体制」を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。なお、監査上の主要な検討事項については、ＥＹ新日本有限責任監査法人と協議を行うとともに、その監査の実施
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動
計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

2．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

監査役会の監査報告
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③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の
記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人ＥＹ新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

名工建設株式会社　監査役会

常勤監査役 堀場太民夫
常勤監査役 松 永 　 靖
社外監査役 内 藤 雄 順
社外監査役 山 田 　 淳

令和7年5月15日

　

以　上
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裏表紙

会　　場：愛知県清須市枇杷島駅前東一丁目１番１
名工建設株式会社　５階　会議室
TEL 052-746-1600

交通機関：JR東海道本線 枇杷島駅下車 東口より徒歩１分
尚、駐車場がございませんので、公共交通機関をご利用ください。　

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

西枇杷島警察署前

至岐阜 至名古屋

警察署南

枇杷島郵便局

Ｎ

西枇杷島警察署

ファミリーマート

アオキスーパー
西枇杷島店

西口

東口

明治チューインガム

JR東海道本線
枇杷島駅

ロータリー

名工建設


